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 は じ め に
賃貸借契約の期間満了時に, 契約を更新するために支払われるとされる
のがいわゆる ｢更新料｣ である｡ 地域によって, また個々の契約によって,
契約期間や更新料条項の有無, 更新料額も異なっている｡ そして, 更新料
の法的性質についても，更新拒絶権放棄の対価としての性質，賃借権強化
の対価としての性質，賃料補充の性質，賃借権設定の対価の追加ないし補
充としての性質等様々に示されていたが, 定まってはいなかった｡
そのような一般居住用建物賃貸借契約において, 契約期間を１年ないし
２年とする契約を更新する際に, 性質の定かではない更新料として月額賃
料の数ヶ月分を支払わなければならない更新料支払条項が, 消費者契約法
10条に反し無効ではないかという問題が浮上した｡
この問題で, 継続的に賃料収入を得る賃貸人が事業者であり, 賃借人が
消費者であるとして考える場合に, 大きく２つの立場が対立する｡ １つは,
賃貸人側によりほぼ一方的に定められた契約条項に従わざるを得ない賃借
人を, 情報力・交渉力のある賃貸人と比べ, 弱者であると考える立場であ
る｡ そして, もう１つは, 賃貸人が一方的に更新料支払を含めた更新料条
項を定めるとしても, それを嫌う賃借人には, 更新料支払条項のない他の
物件を選択する情報力があるとして, その意味において賃借人を弱者とは
捉えない立場である｡
最二小判平成23年７月15日民集65巻５号2269頁は, 下級審で判断が分か
れていたこれらの点に関して判断した初めての最高裁判決である｡ そこで
出された更新料の法的性質, 消費者契約法10条後段要件の充足性判断は,
その後の下級審判決に多大な影響を与えている｡
根拠も基準も明確ではないこの最高裁判決の意味
(１)
とその与えた影響, 及
び最高裁判決が出た後も議論が収まらない混沌の原因について検討する｡
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 更新料最高裁判決
平成23年７月15日には, 同日に３件の更新料判決が出されており, まず,
そのうちの民集搭載判決 (平成22年 (受) 第1066号, 民集65巻５号2269頁)
に触れた後, 他の２つの判決を概観する｡ その際, 視点の違いや判断の異
なる部分を明らかにするために, それぞれ高裁判決にも触れる｡
同日に出された３つの最高裁判決については, 区別するため各第一審判
決日の順に, 最二小判平成23年７月15日 (平成21年 (オ) 第1744号, 平成
21年 (受) 第2078号) を７月15日Ａ判決, 最二小判平成23年７月15日 (平
成22年 (受) 第243号) を７月15日Ｂ判決, 最二小判平成23年７月15日
(平成22年 (受) 第1066号, 民集65巻５号2269頁) を７月15日Ｃ判決とす
る｡
１ ７月15日Ｃ判決
1. 1 事実の概要
Ｘ (本訴原告・被控訴人・被上告人) は, 平成15年４月１日, Ｙ (本訴
被告・控訴人・上告人) との間で京都市内の共同住宅の一室につき, 期間
を同日から１年間, 賃料を月額３万8000円, 更新料を賃料の２か月分, 定
額補修分担金を12万円とする賃貸借契約を締結し, 引渡を受けた｡
また, 同日Ｚ (本訴原告・被控訴人・被上告人) は, Ｙとの間で本件賃
貸借契約に係るＸの債務の連帯保証契約を締結した｡
本件賃貸借契約に係る契約書には, ＸがＹに対し契約締結時に本件建物
退去後の原状回復費用の一部として12万円の定額補修分担金を支払う旨の
条項があり, また, Ｘは, 期間満了60日前までに申し出れば本件賃貸借契
約を更新でき, その際, 法定更新・合意更新を問わず, １年経過毎に賃料
２か月分の更新料を支払わなければならないが, Ｙは, Ｘの入居期間にか
かわらず, 更新料の返還, 精算には応じない旨の条項 (以下 ｢本件更新料
条項｣ という｡) があった｡
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Ｘは, Ｙとの間で３回にわたり本件賃貸借契約をそれぞれ１年間更新す
る旨の合意をし, Ｙに対し更新料として７万6000円を支払った｡
３回目の更新による賃貸借契約期間満了後もＸが本件建物の使用を継続
したため, 契約は更新されたものとみなされた｡ その際, ＸはＹに対し,
更新料を支払わなかった｡
Ｘは, 賃貸借契約中, 更新料を支払う旨の条項及び定額補修分担金を支
払う旨の条項がいずれも消費者契約法10条により無効であるとして, Ｙに
対し, 不当利得返還請求権に基づき既払更新料及び定額補修分担金の合計
34万8000円及びこれに対する訴状又は訴え変更申立書送達日の翌日からの
民法所定の遅延損害金の支払を求めるとともに, 未払更新料７万6000円の
支払債務不存在確認を求めた (第１事件 (本訴))｡
それに対し, Ｙは, 本件更新料条項は有効であるとして, Ｘに対し, そ
の未払更新料７万6000円及びこれに対する催告期間満了日の翌日からの民
法所定の遅延損害金の支払を求め (第２事件 (反訴)), また, Ｙは, 本件
賃貸借契約におけるＸの連帯保証人Ｚに対し, その未払更新料７万6000円
及びこれに対する催告期間満了日の翌日から民法所定の遅延損害金の支払
を求め (第３事件), これらの３事件が併合審理された｡
７月15日Ｃ判決第１審である京都地判平成21年９月25日判時2066号81頁
では, 本件更新料条項及び本件定額補修分担金条項はいずれも無効である
として, 両条項に基づき支払った22万8000円及び12万円の合計34万8000円
につき, Ｘの不当利得返還請求を認め, Ｙの求めた第２事件・第３事件に
ついては棄却された｡
1. 2 ７月15日Ｃ判決原審 (大阪高判平成22年２月24日金商1372号14頁)
７月15日Ｃ判決原審でも次のように判断して, Ｙの控訴が棄却された｡
1. 2. 1 更新料の法的性質
｢賃借人が更新料につき, 更新の際に支払を要し, 賃貸人の収入になる
金員と認識してたからといって, それが直ちに 『目的物の使用収益の対価』
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であることを認識していたことにはならないのであって, 例えば更新をし
てもらうことに対する謝礼と考えて支払う可能性も十分に認められる｣｡
｢居住用賃貸物件の賃貸借契約において賃貸人が更新拒絶をすることは,
建物の老朽化に伴い建替えが目論まれているなどの例外的事情がある場合
のほかは想定しにくく, しかも, 賃貸人がその賃貸物件を自己使用する必
要性は通常乏しいと考えられるから, 更新拒絶の正当事由が認められる可
能性は少ないというべきである｡ そうすると, 賃借人にとってみれば, 更
新料 (特に本件では, １年ごとに月額賃料の２か月分というかなり高額の
更新料である｡) を支払って更新拒絶のリスクを回避する意味は小さい｣｡
｢法定更新された場合の解約申入れにも正当事由の存在が必要とされて
おり, 本件では正当事由が認められる場合が少ないと考えられることから
すると, 法定更新後の賃借人の立場と合意更新後の賃借人の立場の安定性
の差異はわずかに過ぎず, 賃借権がそれによって強化されたと評価するこ
とは困難であり｣, ｢本件更新料条項に賃借権強化の対価としての性質は認
められ｣ ない｡
｢本件更新料条項が中心条項に当たるといえない｣｡ ｢なお付言するに,
控訴人は, 中心条項は当事者が最も適切に決め得るものであると主張する
が, そういえるためには, 前提として, 当該の条項の性質について当事者
が十分理解し得る状況にあることが必要であると解すべきところ, 被控訴
人Ｘが本件の更新料について十分な知識を有せず, せいぜい, 本件の更新
料を単に賃貸借契約更新時に支払われる金銭と認識していたにとどまる可
能性が十分あ｣ り, また, ｢本件更新料条項に関する情報の質の点で控訴
人と被控訴人Ｘとの間に格差があったと認められることに照らせば, 本件
では上記の前提が欠けているといわざるを得ず｣, 本件更新料条項が中心
条項であるとはいえない｡
1. 2. 2 消費者契約法10条後段要件該当性
｢被控訴人Ｘが本件の更新料条項について十分な知識, 理解を有してい
たと認められないこと, 控訴人と被控訴人Ｘとの間に情報の質の格差が現
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に存在した｣ といえる｡
｢本件の更新料の対価性が認められないか, 認められたとしても乏しい｣｡
｢また, 控訴人は, 本件の更新料があるため月額賃料は低く設定されてい
るというが, これを認めるに足りる的確な証拠はないから, 控訴人の主張
は理由がない｡｣
｢消費者契約の条項が消費者契約法10条により無効とされる場合には,
当該条項により移転された給付について, 不当利得として返還を要するこ
とは明らかである｣｡ ｢控訴人としては, 上記の収入を確保しようとするの
であれば, 端的に更新料相当分を賃料に上乗せした賃料の設定をして賃借
人となろうとする者に提示し, 賃借するか否かを選択きせることが要請さ
れるというべきである｡｣
ＸのＹに対する不当利得返還請求が認容され，ＹのＸ及びＸの保証人に
対する請求を棄却した第一審判決は相当と判断された｡
1. 3 ７月15日Ｃ判決
1. 3. 1 更新料の法的性質
｢更新料は, 期間が満了し, 賃貸借契約を更新する際に, 賃借人と賃貸
人との間で授受される金員である｡ これがいかなる性質を有するかは賃貸
借契約成立前後の当事者双方の事情, 更新料条項が成立するに至った経緯
その他諸般の事情を総合考量し, 具体的事実関係に即して判断されるべき
であるが (最高裁昭和58年 (オ) 第1289号同59年４月20日第二小法廷判決・
民集38巻６号610頁参照), 更新料は, 賃料と共に賃貸人の事業の収益の一
部を構成するのが通常であり, その支払により賃借人は円満に物件の使用
を継続することができることからすると, 更新料は, 一般に, 賃料の補充
ないし前払, 賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む複合的な性
質を有するものと解するのが相当である｣｡
1. 3. 2 消費者契約法10条前段要件該当性
消費者契約法10条で無効判断と対比されるべき ｢任意規定には, 明文の
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規定のみならず, 一般的な法理等も含まれると解するのが相当である｡ そ
して, 賃貸借契約は, 賃貸人が物件を賃借人に使用させることを約し, 賃
借人がこれに対して賃料を支払うことを約することによって効力を生ずる
(民法601条) のであるから, 更新料条項は, 一般的には賃貸借契約の要素
を構成しない債務を特約により賃借人に負わせるという意味において, 任
意規定の適用による場合に比し, 消費者である賃借人の義務を加重するも
のに当たるというべきである｣｡
1. 3. 3 消費者契約法10条後段要件該当性
｢当該条項が信義則に反して消費者の権利を一方的に害するものである
か否かは, 消費者契約法の趣旨, 目的｣ ｢に照らし, 当該条項の性質, 契
約が成立するに至った経緯, 消費者と事業者との間に存する情報の質及び
量並びに交渉力の格差その他諸般の事情を総合考量して判断されるべきで
ある｡
更新料条項についてみると, 更新料が, 一般に, 賃料の補充ないし, 前
払, 賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む複合的な性質を有｣
し, ｢更新料の支払にはおよそ経済的合理性がないなどということはでき
ない｡ また, 一定の地域において, 期間満了の際, 賃借人が賃貸人に対し
更新料の支払をする例が少なからず存することは公知であることや, 従前,
裁判上の和解手続等においても, 更新料条項は公序良俗に反するなどとし
て, これを当然に無効とする取扱いがされてこなかったことは裁判所に顕
著であることからすると, 更新料条項が賃貸借契約書に一義的かつ具体的
に記載され, 賃借人と賃貸人との間に更新料の支払に関する明確な合意が
成立している場合に, 賃借人と賃貸人との間に, 更新料条項に関する情報
の質及び量並びに交渉力について, 看過し得ないほどの格差が存するとみ
ることもできない｡
そうすると, 賃貸借契約書に一義的かつ具体的に記載された更新料条項
は, 更新料の額が賃料の額, 賃貸借契約が更新される期間等に照らし高額
に過ぎるなどの特段の事情がない限り, 消費者契約法10条にいう『民法１
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条２項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するもの』
には当たらないと解するのが相当である｣｡
本事案では, ｢本件条項は本件契約書に一義的かつ明確に記載されてい
るところ, その内容は, 更新料の額を賃料の２か月分とし, 本件賃貸借契
約が更新される期間を１年間とするものであって, 上記特段の事情が存す
るとはいえず, これを消費者契約法10条により無効とすることはできない｡｣
また, 本件条項を借地借家法30条に基づき建物の賃借人に不利なものとい
うこともできない｡
以上のことから, Ｘの定額補修分担金の返還請求部分につき, Ｙが上告
受理申立の理由書を提出していないため却下され
(２)
, ＹのＸ及びＸの連帯保
証人に対する未払更新料７万6000円及びこれに対する催告後である平成19
年９月19日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の
支払が認められた｡
２ ７月15日Ａ判決
2. 1 事実の概要
平成12年８月６日に重要事項説明書が交付され, それに基づく説明があ
り, 本件更新料約定についても説明を受け, 賃借人と賃貸人は平成12年８
月11日頃に本件賃貸借契約締結した｡ 本件賃貸借契約は, 月額賃料４万
5000円, 契約期間１年間, 更新料10万円, 礼金６万円を内容とするもので
あった｡
平成18年８月31日に, ５回目の平成17年８月の更新合意による契約期間
を満了し, 契約期間満了時に賃貸人からも賃借人からも特段の意思表示が
ない場合には, 従前と同内容で契約が更新される旨の約定に基づき, 契約
が更新された｡
賃借人は更新料 (10万円) を支払わなかったが, 平成18年９月１日から
同年10月31日までの家賃２か月分 (９万円) を支払った｡
その後, 賃借人 (原告) が賃貸人 (被告) に対し, 約定の解約権に基づ
く意思表示を行い, 平成18年11月30日本件賃貸借契約が終了した｡
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猶, 賃借人は平成18年11月分賃料を未払であった｡
賃借人は, ①賃貸借契約における更新料支払の約定は消費者契約法10条
又は民法90条に反し無効であるとして, 不当利得に基づき, 過去５回にわ
たり支払った更新料 (合計50万円) の返還及びこれに対する遅延損害金
(訴状送達の日の翌日である平成19年４月22日から支払済みまで民法所定
の年５分の割合によるもの) の支払を求め, また, ②敷金契約に基づき,
敷金10万円から未払賃料４万5000円を控除した５万5000円の返還及びこれ
に対する遅延損害金 (訴状送達の翌日である平成19年４月22日から支払済
みまで民法所定の年５分の割合によるもの) の支払を求めた｡
７月15日Ａ判決第1審である京都地判平成20年１月30日判時2015号94頁
は, ｢本件更新料約定が消費者契約法10条により無効であるということは
できない｣ として, 本件更新料約定を有効と認め, 賃借人の請求を棄却し
た｡
2. 2 ７月15日Ａ判決原審 (大阪高判平成21年８月27日判時2062号40頁)
これに対し７月15日Ａ判決原審である大阪高判平成21年８月27日判時
2062号40頁では, 以下のような判断により, 既払更新料のうち40万円及び
これに対する遅延損害金の支払を求める限度で賃借人の請求が認められた
(その余は理由なしとして棄却された)｡
2. 2. 1 更新料の法的性質
｢本件更新料は, 当初本件賃貸借契約締結時及び本件更新契約時に, あ
らかじめその次の更新時に控訴人が被控訴人に定額の金銭支払いが約束さ
れたものでしかなく, それらの契約において特にその性質も対価となるべ
きものも定められないままであって, 法律的には容易に説明することが困
難で, 対価性の乏しい給付というほかはない｡｣
2. 2. 2 消費者契約法10条前段該当性
｢本件更新契約は, 契約内容を従来とおりとするものの, 契約期間を新
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たに定めた以上は, 消費者契約法の適用関係では新たな賃貸借契約とみる
ほかはないから, 消費者契約法の適用を受けるというべきである｡｣
｢民法601条によれば, 賃貸借契約は, 賃貸人が賃借人に賃借物件の使
用収益をさせることを約し, 賃借人がこれに賃料を支払うことを約する契
約であり, 賃借人が賃料以外の金銭支払義務を負担することは, 賃貸借契
約の基本的内容には含まれないことが明らかである｡
ところが, 本件賃貸借契約では, 本件更新契約締結以降における契約更
新時に控訴人が被控訴人に更新料10万円を支払わなければならず｣, ｢この
本件更新料も本件賃貸借契約において附款として定められた, 更新の際に
支払われる対価性の乏しい給付というべきであるから, 本件更新料約定は,
民法の任意規定の適用される場合に比して賃借人の義務を加重する特約で
あるということができる｡｣
2. 2. 3 消費者契約法10条後段該当性
｢この要件に該当するかどうかは, 契約条項の実体的内容, その置かれ
ている趣旨, 目的及び根拠はもちろんのことであるが, 消費者契約法の目
的規定である消費者契約法１条が, 消費者と事業者との間に情報の質及び
量並びに交渉力の格差があることにかんがみ, 消費者の利益を不当に害す
ることとなる条項の全部又は一部を無効とすることにより消費者の利益の
擁護を図ろうとしていることに照らすと, 契約当事者の情報収集力等の格
差の状況及び程度, 消費者が趣旨を含めて契約条項を理解できるものであっ
たかどうか等の契約条項の定め方, 契約条項が具体的かつ明確に説明され
たかどうか等の契約に至る経緯のほか, 消費者が契約条件を検討する上で
事業者と実質的に対等な機会を付与され自由にこれを検討していたかどう
かなど諸般の事情を総合的に検討し, あくまでも消費者契約法の見地から,
信義則に反して消費者の利益が一方的に害されているかどうかを判断すべ
きであると解される｡｣
｢本件更新料約定の実体的内容を見てみると, 本件賃貸借契約の期間が
借地借家法上認められる最短期間である１年間という短期間であるにもか
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かわらず, 本件賃貸借契約における更新料の金額は10万円であり, 月払の
賃料の金額 (４万5000円) と対比するとかなり高額といい得る｡
法定更新の場合には, 更新に条件を付することはできないため, 更新料
を支払う必要はないと解すべきであるから, このような高額の支払いをす
ることは, 控訴人にとって相当大きな経済的負担となることは明らかであ
る｡｣
｢全国の建物の賃貸借契約の一部において, 更新料名下に金銭の授受が
されてきたことは否めない｣ が, ｢事実関係は様々で｣ ｢全く同一の議論を
することができない｣｡ ｢本件更新料の場合には, 前述のとおり, 更新拒絶
権放棄の対価, 賃借権強化の対価, 賃料の補充の性質のいずれも認められ
ない｡｣
｢しかし, 本件において控訴人, 被控訴人のいずれもが本件更新料が賃
料とともに全体として本件物件の使用収益に伴う出捐であると認識してい
たと推認し得る余地がないではない｣｡
｢民法601条は賃貸借契約において使用収益の対価を賃料としている｣
が, ｢本件賃貸借契約において, 控訴人が賃料以外に本件物件の使用収益
に伴い出捐することとされる本件更新料約定が置かれている目的, 法的根
拠, 性質は明確に説明されていない｡｣ ｢消費者契約法の適用される現在で
は｣, 両当事者の側から見て ｢本件更新料約定が維持されるべき積極的,
合理的な根拠を見出すことは, 困難である｣｡
｢被控訴人と控訴人との間において情報収集力に大きな格差があったこ
とは疑いようがなく｣, 被控訴人及び仲介業者は ｢借地借家法の強行規定
の内容をも十分に了知していたと推定することができる｡｣
控訴人は借地借家法28条の定めを知らなかったことが推認でき, それに
関する説明も全くなかったのであり, ｢控訴人は, 重要事項説明書による
説明を受けた上で本件契約条項の第21条を見ただけでは, 借地借家法上賃
貸借契約の更新がどのようなものであるかを知らずに, また更新料がどの
ような性質を持つかを深く考えず (法定更新の際には更新料を払う義務が
ないことも明確に認識しないまま), 漠然と更新時に支払うのが更新料で
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あると認識したのみで当初本件賃貸借契約及び本件賃貸借契約を締結した
と推定される｡｣
｢控訴人が本件物件の使用収益に伴い年額として支払うべき総額は明確
に示されており, 控訴人もその予測をすることができることから, 明確性
の程度はかなり高いということができ, 一見すると, 本件更新料約定があ
るからといって控訴人に特に不利益は生じていないように見えなくもない｣
が, 控訴人が契約条件を検討する上で被控訴人と実質的に対等な機会を付
与されて自由にこれを検討したかどうかについて目を移してみると, 控訴
人は, ｢重要事項説明と本件契約条項を示され, 借地借家法上の強行規定
の存在について十分認識することができないまま, 当初本件賃貸借契約を
締結し, 本件更新契約締結に至っており, 本件更新契約締結時に本件更新
料約定が効力を生ずる場合と法定更新がされた場合のその他の取引条件と
自由に比較衡量する機会は十分には与えられていないから, 実質的に対等
にまた自由に取引条件の有利, 不利を検討したということはできず｣, 本
件更新料約定が控訴人に不利益をもたらしていないということはできない｡
｢本件更新料約定は,『民法第１条第２項に規定する基本原則に反して
消費者の利益を一方的に害するもの』ということができる｡｣
｢確かに, 契約における対価に関する条項は, 消費者と事業者との間で
される取引の本体部分となり, それは基本的に市場の取引により決定され
るべきであるから, 消費者契約法10条の適用対象とならないのが原則であ
ると解される｡ しかしながら, 経済的性質をも含めた広い意味で対価とさ
れるもの (以下この項においては, これをも単に ｢対価｣ という｡) を理
解すべき情報に不当な格差があり, 又は理解に誤認がある場合には上記原
則のようにいうことができないことは自明であり, 上記原則が適用される
ためには, その前提として, 契約当事者双方が対価について実質的に対等
にまた自由に理解し得る状況が保障されていることが要請されるといわな
ければならない｡
本件においては, 前述のとおり, 当初本件賃貸借契約及び本件更新契約
締結に当たって, 控訴人は, 客観的には, 本件契約条項の第21条により,
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賃貸物件の更新に関する借地借家法の強行規定の存在から目を逸らされて
おり, 対価がどのようなものであるかを正しく理解すべき情報において被
控訴人との間で格差があったことを否定することができない｡｣
2. 3 ７月15日Ａ判決
｢本件条項は本件契約書に一義的かつ明確に記載されているところ, そ
の内容は, 更新料の額を賃料の２か月分余りとし, 本件契約が更新される
期間を１年とするものであって, 上記特段の事情が存するとはいえず, こ
れを消費者契約法10条により無効とすることはできない｡｣ として, 敷金
から平成18年更新に関する更新料10万円を控除して賃借人の請求を棄却し
た第１審判決を正当として, 賃借人の控訴が棄却され, 未払賃料４万5000
円の支払を求める賃貸人の請求が認容された｡
３ ７月15日Ｂ判決
3. 1 事実の概要
平成12年11月26日に, 賃借人は賃貸人と平成12年12月１日から２年間の
賃貸借契約締結した｡ 本件賃貸借契約は, 賃料月額５万2000円 (３度目の
更新の際に５万円に変更), 共益費月額2000円, 契約期間２年間, 更新料
旧賃料の２か月分 (３度目の更新の際に旧賃料の１か月分に変更), 敷金
20万円, 礼金20万円, 駐車場月額3000円を内容とするものであった｡
賃貸借契約上の更新料支払条項に基づき３回分の更新料を支払った原告
が, 被告に対し, 更新料支払条項は消費者契約法10条又は民法90条に反し
無効であるとして, 不当利得 (民法703条) に基づき, 既払更新料合計26
万円の支払を求めるとともに, 民法704条前段により, 各更新時に支払っ
た更新料に対する各更新料支払日の翌日から支払済みまで民法所定の年５
分の割合による利息の支払を求めた｡
3. 2 ７月15日Ｂ判決原審 (大阪高判平成21年10月29日判時2064号65頁)
７月15日Ｂ判決第１審である大津地判平成21年３月27日判時2064号70頁
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では, ｢更新料支払条項が信義則に反して消費者の利益を一方的に害する
ものである事情は認められ｣ ないとして, 消費者契約法10条後段要件該当
性を否定し, 原告の請求が棄却された｡
７月15日Ｂ判決原審である大阪高判平成21年10月29日判時2064号65頁で
も, 以下のように判断して本件更新料支払条項が消費者契約法10条後段に
該当するものとは認められないとして, 賃借人の控訴が棄却された｡
3. 2. 1 消費者契約法10条前段該当性
｢そもそも, 賃借人は, 賃貸借契約を締結することによって, 借地借家
法28条に基づき, 期間満了後も原則的に賃貸借契約の更新を受けることが
できるのであって, その際に, 当然に何らかの金銭的給付を義務付けられ
るものではないことからすれば, 本件更新料支払条項のように, 賃貸借契
約の更新に伴って更新料の支払いを義務付ける旨の合意は, 賃借人の義務
を加重する特約であり, 消費者契約法10条前段 (民法, 商法その他の法律
の公の秩序に関しない規定の適用による場合に比し, 消費者の権利を制限
し, 又は消費者の義務を加重する消費者契約の条項) に該当するものと解
するのが相当である｡｣
3. 2. 2 消費者契約法10条後段該当性
消費者契約法１項の目的から, ｢『民法第１条第２項に規定する基本原則
に反して消費者の利益を一方的に害する』契約条項とは, 消費者と事業者
との間にある情報, 交渉力の格差を背景にして, 事業者の利益を確保し,
あるいは, その不利益を阻止する目的で, 本来は法的に保護されるべき消
費者の利益を信義則に反する程度にまで侵害し, 事業者と消費者の利益状
況に合理性のない不均衡を生じさせるような不当条項を意味するものと解
される｡｣
3. 2. 3 更新料の法的性質
｢礼金の主な趣旨は, 賃貸借期間を２年とする賃借権の設定を受けた賃
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借人としての地位を取得する対価と解するのが相当である｡ なお, 賃貸借
契約が更新されるか否か, また, どの程度更新されるかについては賃借人
次第であることからすると, 礼金は, 当初に合意された賃貸借期間の長さ
に相応した賃借権設定の対価ということはできるが, 同地域, 同規模の賃
貸物件と比べて金額が明らかに高額であるなどの特段の事情のない限り,
更新後に永続的に継続される賃貸借期間の長さを含んだ賃借権設定の対価
まで含んでいるものと直ちに解することはできない｣｡
そもそも, ｢共同住宅の賃貸人は, 事業経営者として, 賃貸物件の建築
費用等について相当額の資本を投下して賃貸事業を行うものであり｣, 当
然のことながら, 最終的には投下資本の回収を超える収益の確保を目的と
する以上, その事業計画においては, 当該建物の規模・設備状況・築年数,
当該建物が存在する地域性, 賃料の近隣相場のほか, 原状回復 (リフォー
ム) 及びメンテナンスに要する諸費用, 賃貸借契約の回転率, 空室率, 賃
料不払い等のリスク要因も踏まえながら, 当該賃貸物件の提供に対する収
益上可能かつ最適の対価を設定することになる｣｡
その ｢対価の設定に際しては｣, ｢賃貸人としては, 賃借人との間で何ら
の対価も取得することなく賃貸借契約の更新を重ねるよりは, 短期間に異
なる賃借人との間で新規の賃貸借契約を繰り返すことによってその都度礼
金を取得することの方が経営的に有利であるが｣, ｢賃貸人において賃貸借
契約の更新を拒絶することは借地借家法28条によって基本的に認められな
いことから, その代わりに, 賃借人からは賃貸借期間の長さに応じた賃借
権設定の対価を受け取るものとし, その具体的方法として, 賃貸借契約の
締結時点において長期間の賃貸借契約を想定した多額の礼金を取得するの
ではなく, まずは比較的短い賃貸借期間に相応した賃借権設定の対価とし
ての礼金 (本件では当初の賃貸借期間を２年として20万円の礼金) の支払
いを受けた上で, 将来的に賃貸借契約が更新された場合には, 結果的に期
間の長い賃借権を設定したことになるとして, 賃借権設定の対価の追加分
ないし補充分として一定程度の更新料の支払いを受ける旨をあらかじめ賃
借人との間で合意しておくことも, 賃貸事業の経営において効果的な投下
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資本の回収及び利益追求の手段として必要かつ合理的な態度であることは
否定できず, また, このように, 賃借権を設定するにあたってその期間の
長さに応じた対価を取得することが営利事業の方法として一概に社会正義
に反するとはいえないというべきである｡
したがって, 本件更新料は, 本件賃貸借契約に基づく賃貸事業上の収益
の一つして, 賃借人である控訴人に設定された賃借権が本件賃貸借契約の
更新によって当初の賃貸借期間よりも長期の賃借権になったことに基づき,
賃貸借期間の長さに相応して支払われるべき賃借権設定の対価の追加分な
いし補充分と解するのが相当であり, 本件更新料支払条項は, その支払義
務及びその金額についてあらかじめ合意しておいたものと認められる｡｣
｢消費者にとって不利益な契約条項が無効と解すべき不当条項であるか
否かは, 消費者に生じ得る具体的な不利益の程度だけでなく, 当該契約条
項が発動した場合に生じる事態の予測可能性を併せ考慮して判断する必要
があるというべきである｡｣
｢賃貸人が, 賃借人との間で賃貸借契約を締結するにあたり, 更新料の
支払義務及びその金額についてあらかじめ賃貸借契約書及び重要事項説明
書に明記さえすれば, どのような金額の更新料であっても取得することが
許されるものと解すべきではない｡ ｢賃借人は, 賃貸人に正当な事由のな
い限り, 事実上永続的に賃貸借契約を継続することができるという借地借
家法28条の趣旨を没却することになる上｣, ｢将来的に更新するか否かが厳
密には確定していない当初の段階において, 賃借人が, 借地借家法28条の
趣旨に反する程度の不利益が生じるか否かについてあらかじめ検討するこ
とは通常困難というべきだからである｡｣
もっとも, ｢更新料の支払いにより, 借地借家法26条所定の法定更新と
は異なり, 期間の定めのある賃貸借契約として更新されることや, 更新料
支払条項が設定された賃貸物件については, 更新料の負担がある反面, 月々
の賃料が抑えられていることが多いものと考えられ｣, 賃借人が中途解約
する場合の予告期間ないし猶予期間が短縮されることが多いことなどから,
賃借人にとって有利な側面が存在することは否定できない｡
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したがって, ｢賃貸人が, 賃貸借契約を締結するにあたり, 賃借人に対
し, 賃貸借期間の長さに応じた賃借権設定の対価の支払いを求めようとす
ることには一定の必要性と合理性が認められ, 法的に許されないものでも
ない (賃借人としては, それに納得できないのであれば, 契約を締結しな
ければよいのであって, これを契約条項の押し付けであるとは認められな
い｡) ことを併せ考えると, 更新料支払条項によって支払いを義務付けら
れる更新料が, 賃貸借契約の締結時に支払うべき礼金の金額に比較して相
当程度抑えられているなど適正な金額にとどまっている限り, 直ちに賃貸
人と賃借人の間に合理性のない不均衡を招来させるものではなく, 仮に,
賃借人が, 賃貸借契約の締結時において, 来るべき賃貸借契約の更新時に
おいて直面することになる更新料の支払いという負担について, それほど
現実感がなかったとしても, そもそも更新料を含めた負担額を事前に計算
することが特段困難であるとはいえないのであるから, 更新料の金額及び
更新される賃貸借期間等その他個別具体的な事情によっては, 賃借人にとっ
て信義則に反する程度にまで一方的に不利益になるものではないというべ
きである｡｣
｢本件更新料支払条項により, 賃貸人である被控訴人としては, 賃貸借
期間の長さに相応した賃借権設定の対価を取得することができる一方で,
賃借人である控訴人は, ２年後の更新時において, 賃貸借期間をさらに２
年延長するにあたり, 旧賃料の２か月分の更新料の支払義務が生じること
になるものの, 支払うべき更新料は, 礼金よりも金額的に相当程度抑えら
れており, 適正な金額にとどまっているということができるのであって｣,
｢賃貸借契約の更新という名の下で実質的に新たな賃貸借契約を締結させ
られるような事情があったとは到底認めることができない｡ そして, 仮に,
本件更新料 (10万4000円) を事実上の賃料として計算すれば, 実質的な月
額賃料は約５万6333円｣ で, ｢その差額は１か月あたり5000円未満であっ
て, 更新料支払条項を設定｣ による金額差が, ｢名目上の賃料を低く見せ
かけ, 情報及び交渉力に乏しい賃借人を誘引するかのような効果が生じた
とは認められないというべきである｡ しかも, 本件事案において, 仮に,
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本件更新料が存在しなかったとすれば, 月額賃料は当初から高くなってい
た可能性がある｣ ことから, ｢本件更新料支払条項が設定されていたこと
によって, 賃借人である控訴人が, 信義則に反する程度にまで一方的に不
利益を受けていたということはできない｡｣
なお, 控訴人は, ｢複数の不動産仲介業者から多数の賃貸物件の紹介を
受けた上, 自らの希望その他様々な情報を総合的に検討した結果, 本件建
物を賃借することに決定したことが認められるから, このような事実に照
らしても, 控訴人と被控訴人との間の情報力及び交渉力について, 控訴人
が被控訴人から不当条項を押し付けられる程度にまで著しい格差があった
とは到底認めがたいというべきである｡
｢控訴人は, 本件賃貸借契約の締結時において, 更新時に本件更新料の
支払いが義務付けられており, 礼金と同様, 本件更新料が返還の予定され
ていないものであることについても認識して｣ おり, 契約条項として予め
合意されていたことから, ｢本件更新料が, 賃借人である控訴人のために
設定された賃借権が本件賃貸借契約の更新によって当初の賃貸借期間より
も長期の賃借権になったことに基づき, 賃貸借期間の長さに相応して支払
われるべき賃借権設定の対価の追加分ないし補充分であることを理解する
ことが不可能ないし著しく困難であったとは認められない｡ そして, 賃借
人である控訴人が, 本件更新料について, 本件賃貸借契約が当初の賃貸借
期間よりも長くなったことに伴って支払うべきものであるという認識を有
していたのであれば, 本件更新料の趣旨の理解として不十分であるとはい
えず, それを超えて法的な見解に基づく説明を受けていなかったとしても,
本件更新料支払条項を無効と解すべき程度まで本件更新料の趣旨について
理解していなかったものということはできない｡｣
本件更新料については, 賃貸借契約書・重要事項説明書に ｢本件更新料
支払条項として月額賃料との比較をもって明確に記載され｣, ｢控訴人は,
本件更新料が返還の予定されていないものであることを認識していたので
あり｣, ｢中途解約をした場合に本件更新料の返還ないし精算を受けること
ができるという期待を抱いていたかのような主張｣ は認められない｡
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3. 3 ７月15日Ｂ判決
｢本件条項は本件契約書に一義的かつ明確に記載されているところ, そ
の内容は, 更新料の額を賃料の２か月分とし, 本件契約が更新される期間
を２年間とするものであり, また, 平成18年11月頃の更新における合意の
内容は, 本件条項を前提としつつ, 更新料の額を賃料の１か月分に減額す
るものであって, そのいずれについても, 上記特段の事情が存するとはい
えず, これらを消費者契約法10条により無効とすることはできない｡ 従っ
て, また, これらが著しく合理性を欠くものとして公序良俗に反するもの
ということもできない｡｣ として, 賃借人からの上告が棄却された｡
 検 討
１ ７月15日判決の特徴
７月15日判決
(３)
に至るまで, ７月15日Ｃ判決の第１審 (更新料条項を無効
と判断) では, 賃料の補充性及び賃借権強化の対価性も否定し, 更新拒絶
権行使の対価もないか希薄であるとしていたのに対し, ７月15日Ａ判決の
第１審 (更新料条項を有効と判断) では, 更新料の性質を主として賃料補
充の性質であり, 更新拒絶権放棄の対価及び賃借権強化の対価としての性
質も希薄だが存するとし, ７月15日A判決原審 (更新料条項を無効と判断)
は, 更新拒絶権放棄の対価性・賃借権強化の対価性・賃料補充性を否定し
ていた｡ ７月15日Ｂ判決の第１審 (更新料条項を有効と判断) では, 主と
して賃料の一部前払であり, 付随的に更新料拒絶権放棄の対価・賃借権強
化の対価を有するとし, ７月15日Ｂ判決原審（更新料条項を有効と判断)
では, 契約更新により当初より長くなった期間に応じて支払われるべき賃
借権設定の対価ないし追加分としていた｡
保証金から一定額を控除するという敷引特約の有効性が争われた最三小
判平成23年７月12日判時2128号43頁 (以下 ｢７月12日判決｣ という｡) は,
｢賃貸人が契約条件の一つとしていわゆる敷引特約を定め, 賃借人がこれ
を明確に認識した上で｣ 賃貸借契約を締結したならば, 当該敷引特約を原
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則として有効と判断しており, その判断の流れは７月15日Ｃ判決と酷似す
る
(４)
｡
２ 更新料の法的性質
７月15日Ｃ判決は, 更新料の法的性質につき ｢一般に, 賃料の補充ない
し前払, 賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む複合的な性質を
有する｣ とした｡
更新料を, 経過期間の賃料に対する ｢補充｣ であり, 未経過期間の賃料
に対する前払であるという意味においてこの両者を併存させるべく, 本判
決は ｢賃料の補充ないし前払｣ (傍点筆者) としたのであろう｡
・・・
｢賃貸借契約継続の対価｣ としての性質は, ７月15日Ｂ判決の原審がい
う契約更新により当初より長くなった期間に応じて支払われるべき賃借権
設定の対価ないし追加分
(５)
と同じものであろう｡
また７月15日Ｃ判決が, 通常更新料が賃貸人の事業収益の一部であり
(６)
,
その支払により賃借人の円満な物件使用が継続可能であるとするのは, 下
級審でいう ｢賃借権強化の対価性｣ と同様であろう｡
実際に更新料を取得している賃貸人にとっては, 確かに更新料は事業収
益の一部であろうが, 本来その収益は対価たる賃料で賄われるべきもので
あり, 事実上事業収益の一部となっている場合があるからといって, これ
をもって更新料に対価性を認める理由にはならない｡
更に, 解約申入にも正当事由が必要であり (借地借家法28条), 収益目
的の居住用建物賃貸借では賃貸人の自己使用がほぼ想定されておらず更新
拒絶の正当事由が認められるのは稀であることと, 賃貸人の収益性とを対
比すると, 賃借人の利益はあまりにも小さく, 不均衡である｡
更新拒絶の正当事由がほぼ認められないのであれば, 合意更新時に更新
拒絶権放棄の対価として更新料を支払ってまで契約を更新する意味は乏し
い
(７)
｡
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３ 消費者契約法10条前段要件該当性
更新料に賃料の補充的性質を認めた７月15日Ａ判決・同Ｂ判決第１審で
は, 賃料の前払を肯定することから, 民法614条本文の毎月月末払いとい
う賃料支払時期の定めと対比し, これをもって消費者契約法10条前段要件
を充足するとした｡
これに対し, 更新料における賃料の補充的性質を否定する７月15日Ａ判
決原審・７月15日Ｃ判決第１審では, 民法601条が賃借人に賃料支払義務
以外を課していないことから, これ以外の金銭給付義務を課する更新料支
払につき消費者契約法10条前段要件を満たすとした｡ また, 更新料を契約
更新により長くなった期間に応じて支払われるべき賃借権設定の対価の追
加分ないし補充分とした７月15日Ｂ判決原審では, 借地借家法28条におい
て更新拒絶又は解約申入時の正当事由判断に金銭的給付がないことを挙げ
ている｡
７月15日Ｃ判決では, 消費者契約法10条で無効判断の要件とされ任意規
定には, ｢明文の規定のみならず, 一般的な法理等も含まれる｣ とした上
で, 更新料を賃料の補充ないし前払, 賃貸借契約継続の対価等の趣旨を含
むものとしながら, ｢一般的には賃貸借契約の要素を構成しない債務を特
約により賃借人に負わせることが, 民法601条に比して賃借人の義務を加
重するとした｡
ここにいう任意規定に一般法理が含まれるかにつき, 本判決まで裁判上
明確に判断されておらず
(８)
, 学説上の争いを生じていたが
(９)
, 本判決によりそ
の争いは収束したといえよう
(10)
｡
猶, 本件更新料条項が中心条項 (価格条項) であるか, 中心条項に消費
者契約法10条の適用があるかにつき, ｢一〇条の文言は, 価格は市場経済
システムにおいては需要・供給によって決定されるのであり, あらかじめ
与えられた法的基準によって決定されるのではないから, 価格を定める条
項は, 一〇条による司法的内容審査には服さないという趣旨を含むと解す
べき
(11)
｣ として中心条項への消費者契約法10条の適用を否定する見解
(12)
と ｢契
約の中心部分と付随部分とを判然と区別できるか, という疑問があり, ま
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た, 多くの契約条項は多かれ少なかれ価格決定に反映されるものであるか
ら, これを安易に認めてしまえば, 多くの不当条項が審査から除外されて
しまうという事態が生じる｡ 特に, その特約の法的性質がよくわからない,
いったい何の対価なのか不明であるという条項であればあるほど,『結局
はそれも事業者の収益の一部であるから』という理由で, 中心条項性が認
定されることになる｡ これでは, 不当性の高い『ぬえ的』条項であればあ
るほど, 逆に不当条項審査が甘くなるという, 奇妙な逆転現象を招きかね
ない｣ と中心条項という区別によって消費者契約法10条の適用の可否を判
断すること自体に否定的な見解
(13)
が対立する｡
しかし, 賃料の対価としての性質を含め，更新料が複合的な性質を持つ
ものであるとの前提に立てば, 賃料の対価としての性質も併せ持つ更新料
・
の, その対価部分のみについて中心条項性を認定するのは現実的ではない｡
少なくとも, 価格が明らかなものについて論じる場合とそれが対価とし
ての意味を持つものかどうかが不明瞭な場合を混同して中心条項の議論を
することは, 不確実な土台の上での議論であり, 意味がないだろう｡
４ 消費者契約法10条後段要件該当性
4. 1 情報力・交渉力の格差
最判７月15日Ｂ判決の下級審では, 情報力・交渉力の格差につき, 賃借
人が多数の物件の中から選択できることから ｢不当条項を押しつけられる
程度にまで著しい格差があったとは到底認めがたい｣ (大阪高判平成21年
10月29日) と格差を否定する｡ これに対し, 最判７月15日Ａ判決原審は,
借地借家法28条の法定更新に関する賃借人の認識不足を (大阪高判平成21
年８月27日), ７月15日Ｃ判決下級審では, 賃借人が更新料規定の意味や
更新料の金額設定の意味を知らない場合に言及し, 情報力に格差があると
した (大阪高判平成22年２月24日, 京都地判平成21年９月25日)｡ この違
いは, 必要とされる情報自体が異なることによる
(14)
｡
前者は更新料の要否, 金額, 支払条件を, 後者は更新料特約の性質・根
拠や更新料特約がない場合 (法定更新の場合) との差異を賃借人に必要な
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情報としている｡
そして, これは更新料特約の明確性の評価及び説明の有無の評価に直結
する｡ 前者の場合は更新料特約の存否, 更新料額, 更新料の支払条件が契
約書に明示され, 原則としてそれに関する説明があればよく, 後者の場合
はそれだけでは不足する
(15)
｡
これらの相違は, 更新料の性質に対価性を認めるか否かに端を発するも
のである｡ 更新料に対価性が認められるのであれば, 賃借人に不測の損害
や不利益をもたらすことにはならない｡
これは評価の問題であるが, ７月15日Ｃ判決は「更新料が，一般に，賃
料の補充ないし前払，賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含む」
と対価性を認め, これを前提として, 情報力の格差がない理由の１つに,
｢一定の地域において, 期間満了の際, 賃借人が賃貸人に対し更新料の支
払をする例が少なからず存することは公知であること｣ を挙げており, こ
の ｢公知｣ 性には, ２つの解釈が成り立ち得る｡
１つは, ｢一定地域で更新料支払例がある｣ ことが, 当該地域外におい
ても ｢公知｣ であることであり, もう１つは, ｢一定地域で更新料支払例
がある｣ ことが, 当該地域内では ｢公知｣ であることである
(16)
｡
例えば, 更新料支払例のない地域から更新料支払例のある地域に転入し,
居住用物件を賃借しようとする消費者は, 前者では更新料条項を認識して
いる可能性があるが, 後者では認識していない可能性がある｡
つまり, 後者の場合には, 情報力に格差が存在し得る｡ このような場合
に賃借しようとする消費者と事業者との間の情報力の格差を個別に考慮せ
ず
(17)
, 当該地域における ｢公知｣ 性を前提にして地域による情報偏差を考慮
せず
(18)
, ｢一義的かつ具体的に記載され｣ ていればよいとすることには疑問
がある｡
本事案が京都の物件であり, 更新料徴収割合が55％
(19)
と比較的多い地域で
あることから, 当該地域における ｢公知｣ 性を下に判断したのであれば,
どの程度で ｢公知｣ 性が認められるかが問題となる
(20)
｡
また, 更新料条項が当然無効とされてこなかったことが裁判所において
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顕著であることも情報力の格差がない理由の１つとして挙げられているが,
訴訟当事者が大多数の存在でない以上, 意味を持たない
(21)
｡
更に，７月15日Ｃ判決は，｢賃貸借契約書に一義的かつ具体的に記載さ
れた更新料条項」は，｢特段の事情がない限り」信義則違反にならないと
した。
更新料条項に関する情報力・交渉力の格差が，真実の意味で「ない」場
合には，更新料条項が「一義的かつ具体的に」契約書に記載されていれば，
賃借人となる者は当該賃貸借契約を締結するか否かを自身で判断すること
ができると言えるかもしれない。しかし，前述のごとくこれには地域差も
あり，一般的にいえることではない。
更新料の支払が ｢合意｣ されたとしても, 更新料の性質は ｢多義的｣ で
あるというのであるから, 性質を明確に区分できない更新料について, ど
のように金銭評価をするのか｡ 即ち, 多義的な更新料について, 裁判所の
考える多寡の基準は何なのか｡
情報の ｢量｣ が十分であったとしても, 消費者にとって理解できるよう
な ｢質｣ のものでなければ, 情報の価値は乏しくなる｡
仮に情報の質及び量が十分であるとしても, ７月15日Ｃ判決は, 何をもっ
て ｢交渉力｣ の格差がないとしたかにつき, 全く触れていない｡ 例え情報
偏差がないとしても, それをもって交渉力の格差までないとは言えまい
(22)
｡
4．2 金額の妥当性
７月15日Ｃ判決は, ｢賃貸借契約書に一義的かつ具体的に記載された更
新料条項は, 更新料の額が賃料の額, 賃貸借契約が更新される期間等に照
らし高額に過ぎるなどの特段の事情がない限り, 消費者契約法10条にいう
『民法１条２項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害す
るもの』には当たらない｣ とし, 消費者契約法10条後段要件判断につき,
更新料の金額以外の要素も判断要素として挙げられている｡
実際に本事案で判断要素とされているのは, １年更新時の月額賃料２か
月分の更新料という, 更新料額及び更新期間であり, これは７月15日Ａ判
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決・Ｂ判決の事案も同様である｡ 前者 (礼金６万円あり) は１年更新時に
10万円 (賃料月額約2.2か月分) の更新料, 後者 (共益費2000円, 敷金20
万円, 礼金20万円あり) は, ２年更新時に賃料月額２か月分 (後に１か月
分) の更新料につき, 特段の事情がないとした｡
これを見ると, 更新料の他, 賃料, 共益費, 礼金等の支払総額を ｢高額
に過ぎるか否か｣ の判断基準にしているとは思えない
(23)
｡
更新料の金額については, 例えば, １年更新時に月額賃料２か月分の更
新料を支払うとすると, １か月分に換算した賃料は約16％上昇する (14か
月／12か月＝1.166667)
(24)
｡ それに対し, 最も更新料額の高い京都での更新
料徴収額の平均月数は1.4か月である
(25)
｡
更新料額が ｢高額に過ぎる｣ かの判断については, 金額に対する多寡の
判断も根拠が不明であり, 一般人の金額に対する合理性判断と乖離してい
るようにも思われる
(26)
｡
また，賃貸借契約に更新料の不返還特約が入っていた場合には，中途解
約をすると対価的均衡が崩れるため，消費者契約法９条１項により無効と
判断される可能性がある
(27)
だけでなく，賃貸目的不動産に賃借人が抵当権を
設定し，それが実行された場合には，賃借人は更新料を前払いしたにも関
わらず，支払った期間分の使用収益ができなくなる恐れもある。
５ 最二小判平成23年７月15日判決の影響
７月15日Ｃ判決以降, いくつか下級審判決が出ているようだが, 下記の
京都地判平成24年２月29日 (D1-law判例 ID：28181723) で更新料の一部
無効が認められた他は, 全て有効とされているようである｡ その京都地判
平成24年２月29日も, 控訴審の大阪高判平成24年７月27日 (D1-law判例
ID：28181724) では有効とされている｡
手元に入手できた判例が少ないが, 大阪高判平成23年９月16日 (平成23
年 (ネ) 第1364号) は, 月額賃料５万1000円, 契約期間１年, 更新料２か
月分, 更新７回 (途中で賃貸人の地位が移転) という契約であり, 大阪高
判平成24年３月８日 (平成23年 (ネ) 第3196号) は, 月額賃料５万1000円,
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契約期間１年, 更新料2.941か月分 (15万円), 更新手数料１万500円とい
う契約で, 賃借人が２年弱で退去したものである｡
特に後者は, ｢賃借人が, 本件建物の賃貸借契約を締結するに当たり,
予定する賃借期間全体にわたって負担する賃貸借契約に関する支払額を想
定することも十分可能であるというべきである｡ したがって, 本件建物を
賃借するか否かを検討するに当たっては, 上記想定も踏まえた金銭的な負
担を明確に認識した上, 複数の賃貸物件の契約条件を比較検討して, 自ら
にとってより有利な物件を合理的に選択することもできたと考えられる｣
ことから, 賃料に比して ｢やや高率な更新料｣ であっても, 賃料額や契約
期間に比して高額に過ぎるとは認められないとされた｡
賃料総額を明確に表示するよう賃貸人側に促すのではなく, 明らかに賃
借人側にその負担を転嫁している｡
ここでは, 特に７月15日Ｃ判決以降, 唯一出された一部無効判決とそれ
が覆されたその控訴審判決を概観し, ７月15日Ｃ判決の影響を見ることに
する｡
5．1 事実の概要
(京都地判平成24年２月29日 (D1-law判例 ID：28181723)・大阪高判
平成24年７月27日 (D1-law判例 ID：28181724))
平成16年12月20日に, 平成17年４月１日から１年間の居住用建物の賃貸
借契約を締結した賃借人は, 賃貸人に敷金として10万円を差し入れた｡ 本
件賃貸借契約の内容は, 月額賃料４万8000円, 共益費月額5000円 (平成20
年１月分からこの他に衛生費月額650円), 礼金18万円, 敷金10万円 (退去
時に基本清掃料金２万6250円を控除), 契約期間１年, 更新料15万円とす
るものであった｡
本件賃貸借契約は３度更新された後, ４年目に解約され, 敷金10万円か
ら基本清掃料２万6250円と, 水道料1500円を差し引いた７万2250円が賃貸
人から賃借人に返還された｡
賃借人は, 賃貸人に対し, 本件基本清掃料特約及び本件更新料特約がい
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ずれも消費者契約法10条により無効であるとして, 敷金から控除された２
万6250円に相当する敷金の返還と, ３回分の更新料名目の金銭45万円の返
還を求めた｡
5．2 京都地判平成24年２月29日 (D1-law 判例 ID：28181723)
｢本件契約は, 大学生を契約の相手方とするものであり, 大学生の場合,
通常であれば４年, そうでなくても２年とか３年という比較的長期の安定
した賃借が期待でき, また, それが消費者側の期待であると推測されるに
もかかわらず, 契約期間を１年という当たり, 月額賃料の３か月を超える
一時金の支払を求めるものであって, 賃借人にとって, その負担は軽微な
らざるものがあること, その結果, １年を通してみた場合に, 更新料を含
めた月額実質賃料は６万円を超え｣ (この金額は ｢不動産の品等及び近隣
の賃料との比較による相当賃料５万8000円を上回っている｡｣), ｢実質の賃
料は, 表面的な賃料額の２割６分増しとなること, 更新後の賃貸借を１年
を待たずして解約する場合には, その実質賃料は, これをさらに上回｣ わ
ること, ｢上記の２割６分は, 直接には関係しないにせよ, 金銭の法定果
実として取得することを許されている最大限である利息制限法の制限利率
２割を上回るものであること, 賃貸人たる被告は, 賃貸借契約締結時に,
礼金18万円を収受しており, これを含めると, 実質賃料はさらに高額とな
ること, 加えて, 更新時にさらに更新手数料名目の金員の支払があったと
きがあり, これもまた, 賃借人の負担を増大させる要員であったこと, こ
のような結果は, 賃借人たる原告において, 一義的に定められた更新料の
金額を認識しており, これに同意して本件契約に至ったとしても, その結
果は余りに極端であるといわなければならない｡｣
それに加え, ｢本件物件は, 立地の良い物件であり, 定型の契約書が用
いられていることもあって｣, 契約時にまして, 更新時における, ｢交渉の
余地は一層乏しかったと推測されること, また, 特に, 消費者契約法の目
的であるところの消費者保護の観点からすると, 高額の更新料や礼金を設
定することにより, 月額賃料を割り引くという契約は, 契約の誘引の方法
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として事業者間における競争優位性を有しているとは認められるものの,
消費者との関係では, 礼金や更新料の設定が本件契約の程度にまで至ると,
むしろ, 消費者にとって実質月額賃料が高額であるとの契約の実態を見え
づらくするもので, 消費者の誤認や困惑による契約 (消費者契約法１条)
を未然に防止するという消費者契約の理念に反する結果となりかねないも
のと考えられること, といった諸事情をも総合考慮すると, 本件更新料特
約については, その更新料の額が賃料の額や契約期間等に照らして高額に
過ぎるというべきであるし, そのような高額の更新料を設定できたことの
背景には, 本件物件が競争力のある物件であることに基づく交渉力の格差
や, 賃貸人と賃借人の間での更新料に関する情報の質や量の格差があった
と推定されるのであって, このような内容及び背景で締結された本件更新
料特約を含む本件契約は, このような特約を設けず, 月額賃料がほぼ実質
賃料に相当する契約条件を示して誘引されて契約が締結された場合に比し
て, 表面的な賃料を低額に表示して契約の誘引をし, 同条件で契約に至っ
ている点において, 消費者に対する契約の誘引として信義に反するものと
いわざるを得ず, 消費者契約法10条後段にいう『民法第１条第２項に規定
する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するもの』に該当する特
段の事情があると認められ, これに反しない程度にまで, その更新料の額
を減額されなければならないものである｡｣
その ｢信義則に反しない程度｣ は, 証拠関係から明らかではないが,
｢全国的に見た場合, 更新料特約のある地域では, ワンルームマンション
では, ２年につき賃料１か月ないし２か月程度の更新料が設定されている
ことが多いとの資料があること, 昭和50年代においても同様の実情であっ
たとの資料があること, 他方で, 期間１年の建物賃貸借契約における賃料
2.22か月分に相当する更新料の設定を有効とした確定判決があること, 上
記のとおり利息制限法の制限利息の上限が年２割であること, 賃借人にお
ける負担のなどからすると, 契約期間１年の建物賃貸借契約における更新
料の上限は, 年額２割とすることが相当である｡｣ として, ｢本件契約にお
ける更新料は, １回につき11万5200円 (年間賃料57万6000円の２割) が上
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限であり｣, それを超える部分について賃借人に返還すべきと判断した｡
5．3 大阪高判平成24年７月27日 (D1-law判例 ID：28181724)
第１審で基本清掃料相当分の敷金返還請求が棄却された賃借人は, 控訴
審において更新料のみの返還請求に請求を減縮したが，以下のように判断
して請求が斥けられた｡
｢本件更新料特約は, 本件契約書に一義的かつ明確に記載されている｡
更新料は15万円であり, 賃料の3.125か月分 (平成19年12月の更新以降は
更新手数料１万0500円も加えると約3.344か月分｡) に相当し, 控訴人の年
間の取得額72万6000円 (平成19年まで｡ ４万8000円×12＋15万円) の２割
以上を占めることになる｡ 実質賃料額も月６万0500円と約定上の賃料月額
４万8000円の約1.26倍となる｡｣ 従って, 本件更新料特約は, ｢その賃料額
や更新期間に照らし, やや高額であることは否めない｣｡
｢しかしながら, 本件契約が, 契約期間が１年とされているところ, そ
の礼金は18万円とされており, 本件更新料はこれより低額であること｣,
本件物件の ｢実質賃料, 礼金が, 本件物件や立地条件等に照らし, 特に高
額に過ぎるものであったとまではいえないと認められることに照らすと,
本件更新料特約による更新料が高額に過ぎるもので前記特段の事情が存す
るとまでは, かろうじていえない｣ ことから, 本件更新料条項は消費者契
約法10条により無効であるとはいえないとして, 賃借人の訴えを棄却した｡
5．4 最二小判平成23年７月15日判決の影響
前述の通り, 本件最二小判平成23年７月15日以降, 下級審において, 更
新料の無効性が否定されるようになった｡
唯一, 一部無効を認めた京都地判平成24年２月29日は, 更新料額が月額
賃料の３か月分を超え, 賃借人にとって軽微ではない負担であること, 更
新料を含めた月額実質賃料が少なくとも６万円を超え, 近隣比較等による
相当賃料５万8000円を上回っていること, 契約期間の終了を待たずに解約
する場合には, 更新料が極端に高額となること, 更新料及び礼金を月額賃
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料に含めた場合の実質月額賃料は更に高額になること, 更に更新手数料を
加えると更に賃借人の負担を増大させることを挙げ, 賃借人が ｢一義的に
定められた更新料の金額を認識しており, これに同意して｣ 本件賃貸借契
約を締結したとしても, ｢その結果は余りに極端であるといわなければな
らない｣ として, 当該事例における更新料額が高額であることを指摘して
いる｡
猶, 本件京都地判平成24年２月29日は, 直接には関係しないと断りを入
れつつ, 更新料を含めた実質月額賃料が表面上の月額賃料４万8000円の
2.6倍になることを, 利息制限法の制限利率２割を上回ることをも, 更新
料高額性の判断理由に付言する｡ 手数料等名目的金銭を実質上の利息と判
断する意味において, 名目は何であれ, 実質上の月額賃料と算定して判断
すべきであるとの意味では首肯できるが, 利息制限法の制限利率を超過し
なければ実質上相当な賃料であると判断できる合理的な理由は見当たらず,
安易に引き合いに出すべきではないだろう｡
更に, 当該物件の立地の良さ・定型契約書の使用から賃貸借契約締結時
及び更新時の交渉の余地は乏しかったこと, また, ｢月額賃料を割り引く
と言う契約は, 契約の誘引の方法として事業者間における競争優位性を有
している｣ が, 当該契約における礼金や更新料の設定までになると, ｢む
しろ, 消費者にとって実質月額賃料が高額であるとの契約の実態を見えづ
らくするもので, 消費者の誤認や困惑による契約 (消費者契約法１条) を
未然に防止するという消費者契約の理念に反する結果となりかねない｣ 等
の事情を考慮して, 月額賃料の３倍を超える更新料額が高額に過ぎ, この
ような高額の更新料額の設定は, 賃貸人と賃借人との間で更新料に関する
情報の質及び量に格差があったことが推定されるとし, 消費者契約法10条
後段にいう『民法第１条第２項に規定する基本原則に反して消費者の利益
を一方的に害するもの』に該当する特段の事情があるとして更新料の減額
を認めた｡
賃借人が ｢一義的に定められた更新料の金額｣ を認識し, 同意して本件
契約を締結したとしても, ｢その結果は余りに極端であるといわなければ
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ならない｣ として, ただ ｢一義的に定めていること｣ が免罪符にはならな
いと一線を引いたのである｡
それに対し, 控訴審である大阪高判平成24年７月27日は, 15万円という
更新料額が更新料額が賃料月額４万8000円や１年という更新期間に照らし,
｢やや高額であることは否めない｣ としながら, 18万円の礼金と比較する
と更新料が礼金よりも低額であること, 当該物件の ｢実質賃料, 礼金が,
本件物件や立地条件等に照らし, 特に高額に過ぎるものであったとまでは
いえないと認められる｣ と, 消費者契約法10条後段の特別事情の存在を否
定し, 更新料を有効と判断した｡
大阪高判平成24年７月27日は, 賃料の3.125か月分 (更新手数料を加え
ると約3.344か月分) の更新料を ｢やや高額｣ としながら, まず, 礼金と
比較すれば低額であることを理由に挙げる｡ 契約により礼金額も様々であ
り, 本件の場合に何故礼金と比較して低額であればよいのかは不明である｡
更に, その礼金自体が近隣と比較して特に高額に過ぎるものではないこ
と, その礼金を除き, 更新料を含めた実質月額賃料も特に高額に過ぎるも
・・・・・・・
のではないと評価している｡
これは, 京都地判平成24年２月29日では, 礼金を除いても高額に過ぎる
・・・・・・・
と評価したこととは逆である｡
これは, ｢高額に過ぎる｣ との判断基準が明確ではないために生じる問
題である｡
この判断基準は, 今後裁判例の積み重ねによってできあがるだろうと,
我々は考えがちであるが, 果たしてそれで良いのであろうか｡
ここで問題となっているのは, 判断基準といいながら, 金額の多寡であ
る｡ つまり, 金額の基準を裁判所が定めるものなのか｡ これは当事者の主
張・立証の問題であろうが，更新料に関する地域偏差を考慮することなく
更新料を一般的に認めた７月15日Ｃ判決及びそしてそれ以降の判決の状況
を見ると，このまま判例の蓄積を待っていたのでは，｢高すぎる」基準が
不明であるために，当該更新料額が高額に過ぎるものではないとの判断ば
かりが出されるのではないかと危惧する。
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 お わ り に
一般住宅の賃貸借契約において, 賃借人が｢消費者｣ であるとするなら
ば, 私達はどのような｢賃貸人｣ を想定して議論しているのか
(28)
｡
７月15日Ｃ判決で更新料特約が無効と判断された場合には, その判決の
影響が裁判上の紛争に上がっていない多くの賃貸借契約に波及し, 賃借人
が賃貸人に対し既払更新料相当額の返還を請求することにより, 零細賃貸
人が経済的に破綻するおそれもあった
(29)
｡
最高裁判決の社会的影響を考慮して３つの最高裁判決の結論が出された
ものではあるまいが
(30)
, ７月15日Ｃ判決以後下級審では, 前述の京都地判平
成24年２月29日以外７月15日Ｃ判決を踏襲し, 更新料支払条項を消費者契
約法10条後段により無効とはいえないとしてその有効性を認める判決が出
ており
(31)
, その影響の大きさがうかがえる｡
零細賃貸人をその賃貸人の中心と捉えれば, 確かに賃貸を業とする大手
賃貸業者に比べ, 経済的バランスでは消費者との立場の差は小さいかもし
れない｡
しかし, 零細賃貸人が多数存在するとしても, それらの者は零細であろ
うとも反復継続して賃料収入を得ており, ｢消費者｣ ではない｡
その賃貸人の資本の差が賃貸市場における競争力の差に結びつくとして
も, それは, 資本主義社会の前提とするものであるはずである｡
少なくとも仲介業者を介しているのであれば, 情報力・交渉力は零細で
はない賃貸事業者と変わらないであろうから, 零細賃貸人の事業者性の有
無を考慮する必要はないだろう｡ また, 仮にそれを考慮するとしても, 消
費者に対して, 不明瞭な金額を提示しても良いことにはならない｡ 但し,
そこでは仲介業者の零細賃貸人に対する責任を別途考慮する必要性がある
かもしれない
(32)
｡
インターネット等で容易に情報を閲覧できることは, 誰もがその情報内
容を理解できることには直結しない
(33)
｡ それにもかかわらず, 情報偏差の存
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在を認めず, 情報力・交渉力の格差をないものとして, 合意が形成される
ならば, 賃借人が性質も名目も異なる費目を把握するための消費者教育が
必要であり, それとともに, 事業者側が情報の質及び量並びに提供方法を
向上させることが必要である
(34)
｡
それとともに, 裁判所以外の行政機関等が, 地域毎に基準となる金額を
策定すべきであろう｡ 前述のように，金額の基準を決めるのは裁判所の職
掌ではあるまい｡
その金額の基準の策定をも裁判所に委ね, その結果名目の異なる賃料等
の収得を認めるという判断は, 消費者契約法の目指す透明性と乖離し, 消
費者にわかりにくい契約を裁判所が自ら後押しするようなものであろう｡
注
(１) 拙稿・法時1052号 (2012年) ｢賃貸借契約における更新料条項と消費
者契約法10条｣ 参照｡
(２) 適格消費者団体が本件賃貸人に対し定額補修分担金条項使用差止請求
を提起し, その差止請求が (合意更新の場合を除き) 認められたことに
拠るものと推察される (大阪高裁平成22年３月26日 (平成21年 (ネ) 第
2692号) は未公刊だが, 京都消費者契約ネットワークのホームページに
て閲覧可能 (http://kccn.jp/tenpupdf/2010/100326choeihanketu.pdf (2012年
11月23日最終確認)))｡
(３) 本判決以外の２つの判決については未公刊だが, ｢賃貸マンション更
新料問題を考える会｣ のホームページにて閲覧可能 (http://www.
koushinryou.net/saikousai/index.html (2012年11月23日最終確認))｡
(４) ７月12日判決は, 通常損耗等を敷引金により賄う旨の契約条項がある
事案で敷引特約の有効性が争われた最一小判平成23・３・24民集65巻２
号903頁 (以下 ｢３月24日判決｣ という｡) を引用している｡ しかし, ３
月24日判決は, 通常, 賃借人は通常損耗等の補修費用額の情報を有して
おらず, 賃貸人との情報力・交渉力に格差が存するという前提の下で,
原則として敷引特約を消費者契約法10条に反するとしており, その論理
は７月12日判決と異なる (この点につき島川勝 ｢敷金・更新料について
の最近の最高裁判決と消費者契約法10条｣ 法時84巻２号111頁 (2012年)
参照)｡
(５) ｢賃貸人が事業経営者として投下資本の回収を超える収益確保のため,
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種々の要因を考慮して収益上可能かつ最適の『対価』を設定するとしつ
つも, 他方で, 期間に応じた賃借権設定の『対価』については, 最適の
対価の算定の追加または補充として別途取得することを肯定しており,
論理的一貫性に欠ける｣｡ ｢その矛盾の原因は, 更新料を『使用収益の対
価』としつつも,『賃借権設定の対価の追加分または補充分』とするこ
とにある｣｡ 牛尾洋也 ｢更新料・二つの大阪高裁判決｣ 龍法42巻３号59
頁｡
(６) 平尾嘉晃 ｢更新料・敷引特約に関する判例の動き｣ 自由と正義63巻７
号39頁 (2012年７月) は, ｢賃借人にとっては, 更新料は, 月額○○円
として提示される賃料とは別の形で定められる金員であって, 賃料とい
う認識はない｡ しかも, いち消費者に過ぎない賃借人には, 正当事由が
なければ更新拒絶されないという法律上の保護についての知識がないの
であって, 賃貸人から期間満了に伴う契約終了を主張されればそれに応
じなければならないと認識している｡ そのため, 社会実態を素直にみれ
ば, 更新料に対する賃借人の理解, 認識は, 賃貸人から契約終了を主張
されないための支払, すなわち, 賃貸人の更新拒絶権放棄の対価である｡｣
とする｡
(７) 大澤彩 ｢建物賃貸借契約における更新料特約の規制法理 (上) 消
費者契約法10条における『信義則』違反の意義｣ NBL931号21頁は, 合
意更新の場合に新たな契約条件に見合う対価を支払うことも可能である
こと等から, 更新拒絶の正当事由が認められにくいことをもって更新拒
絶権放棄の対価の性質が存在しないとの一般論導出には慎重になるべき
とする｡
(８) 最二小判平成18年11月27日民集60巻９号3437頁 (学納金返還請求事件)
では, 当事者が一般法理による判断を主張したものの, 最高裁は任意規
定のみをもって判断した｡
(９) 消費者契約法10条の任意規定が明文規定に限定されると考える見解と
して, 松本恒雄 ｢規制緩和時代と消費者契約法｣ 法セ549号７頁 (2000
年), 明文規定に限定されないと考える見解として, 山本豊 ｢消費者契
約法 (３) 不当条項規制をめぐる諸問題 ｣ 法教243号62頁 (2000
年), 山本敬三 ｢消費者契約立法と不当条項規制 第17次国民生活審
議会消費者政策部会報告の検討 ｣ NBL686号22頁 (2000年) 等があ
る｡
(10) 山本豊 ｢消費者契約法10条の生成と展開｣ NBL959号20頁 (2011年)｡
(11) 山本豊・前掲注(９)法教243号62頁｡ その ｢価格条項の内容審査は,
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民法の暴利行為の法理 (民90条) の基準にしたがって行われ, その他の
市場の機能不全は経済法の特別の手段によって対処されることになる｣
とし, それは契約の主要目的条項にも当てはまるとする｡
(12) 落合誠一『消費者契約法』152153頁 (有斐閣, 2001年) は, ｢契約の
主要目的に関する条項または物品・権利・役務の価格・対価に関する条
項は, 本条の対象から除外されると解される｡ これらの条項は, 消費者
と事業者との間でなされる取引の本体部分を構成し, それは基本的に市
場の取引において決定され, 国家の介入は抑制されるべきであるからで
ある｡ すなわち, 消費者契約も, 基本的に消費者と事業者との間で行わ
れる取引の結果として締結されるのであり, その取引の本体部分が, 一
方にとって結果として不利益であったとしても, それは, 取引の結果で
あり, 原則として自己責任として引き受けなければならないからである｡
もし不利益だからといって広く契約の解消を許容すれば, 円滑な取引の
実行はほとんど不可能となり, 消費者取引市場は成り立たなくなるであ
ろう｡ さらにこのことは, 消費者契約法が市場メカニズムにより重視す
る社会経済システムへの転換を進めるための環境整備の一環として立法
されたことからも裏付けられる｣ とする｡
(13) 平尾・前掲注(６)自由と正義63巻７号40頁 (2012年)｡ また, ｢中心条
項・価格条項であるというためには, 少なくともその条項が,『誰が見
ても価格であることが明らかである｡』ことが必要｣ だとする｡
(14) 秋山靖浩 ｢居住用建物の賃貸借における更新料特約 (その２)｣ 法セ
ミ672号94頁｡
(15) 信義則違反要件が, ｢当事者間の『不均衡』の有無を判断する重要な
要件｣ であり, その ｢『不均衡』には, 対価の均衡性という客観的不均
衡と, 情報・交渉力の格差ゆえ生じる法的性質の認識の欠如等の主観的
不均衡が含まれ｣, そのうち後者が重要であるとする (大澤・前掲注(７)
NBL931号25頁)｡
(16) 桑岡和久 ｢判批｣ 民商146巻１号104頁 (2012年) は, ｢一定の地域に
おける公知性｣ を考慮するのは, ｢消費者・事業者間の一般的な情報・
交渉力の格差の存否を考慮するため｣ であり, ｢一定の地域における公
知性から, 当該地域では少なくない賃借人が更新料の存在を予め認識し
得るという意味で, 情報格差の存在を否定する方向で考慮されるといえ
そう｣ であり, 交渉力格差については, ｢当該地域では少なくない賃借
人が, 賃料などに更新料をも加えた上で物件の比較・選択をすることか
ら, 更新料を含めた全体に対して市場競争が働き, この地域では賃貸人
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は自らの物件が選択されないリスクにも配慮して更新料を設定せざるを
得ない｡ この限りで, 賃料と同様に, 賃貸人相互間の競争により賃借人
自身に交渉力がないとしても, 賃貸人が自らの利益のみを追求する更新
料条項を押しつけることができるわけではない｣ とする｡ 当該地域にお
ける賃借人の選択可能性と市場競争力から, 借地人に交渉力がなくとも,
賃貸人の利益のみの押しつけにならないとするが, 賃貸人が自らの利益
のみを追及する更新料条項を押しつけられないことが, ｢交渉力の格差
がない｣ ことになるのであろうか｡ 疑問である｡
(17) 森冨義明 ｢判批｣ ジュリ1441号108頁 (2012年) は, 事案の解決とい
う観点から, 契約の意思解釈は ｢個別的な事情をある程度捨象した合理
的意思解釈であること｣ が必要であり, 本判決があえて更新料が ｢『一
般に』｣ 複合的性質を有すると説示したのはこのことを考慮したものと
する｡ しかし, 情報の地域偏差がある場合にまでこれを行うことには反
対である｡
(18) ７月12日判決における田原裁判官の補足意見は, 敷引特約及び更新料
条項のある契約事例につき地域による情報偏差を踏まえた上で法的判断
をする必要があるとする｡
(19) 平成19年６月の国土交通省 ｢民間賃貸住宅に係る実態調査 (不動産業
者)｣ http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/07/070629_3/02.pdf#search=‘民
間賃貸住宅に係る実態調査’ (2012年11月23日最終確認)｡ 北海道 (28.5
％, 0.1ヶ月), 宮城 (0.2％, 0.5ヶ月), 東京 (65.0％, 1.0ヶ月), 神奈川
(90.1％, 0.8ヶ月), 埼玉 (61.6％, 0.5ヶ月), 千葉 (82.9％, 1.0ヶ月),
長野 (34.3％, 0.5ヶ月), 富山 (17.8％, 0.5ヶ月), 愛知 (40.6％, 0.5
ヶ月), 京都 (55.1％, 1.4ヶ月), 大阪 (なし), 兵庫 (なし), 広島 (19.1
％, 0.2ヶ月), 愛媛 (13.2％, 0.5ヶ月), 福岡 (23.3％, 0.5ヶ月), 沖縄
(40.4％, 0.5ヶ月) の16都道府県における調査であり, 有効回答175社｡
( ) 内は, 更新料徴収割合と更新料徴収月数)｡
(20) 山野目章夫「不動産の賃貸借－その現代的課題 (2)」『不動産賃貸借
の課題と展望』 3132頁（商事法務，2012年）は, 最判平成23年７月15
日判決が挙げた消費者契約法10段後段審査における ｢公知性｣ との理由
につき, ｢あまり説得的でない｣ とした上で, ｢この理由づけは脆く, 長
持ちのする法理としては受け容れいれられないだろう｡｣ とする｡
(21) 後藤巻則「判批」判評644号153頁（2012年）は,「更新料の条項がど
のような場面で用いられているかを考慮しておらず，裁判実務での扱い
につき言及するにとどまっている点のみならず，消費者契約法一〇条の
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判断が伝統的な公序良俗判断のそれと何も変わらないと理解しているか
のようにみえる点で疑問」とする。
(22) ７月12日判決における田原睦夫裁判長裁判官の補足意見は, 全住宅の
空き屋率が15％近くあることを前提に, 賃貸人は契約条件を定め, 賃借
人はその契約条件を検討・選択することから情報の格差は存しないとす
る｡ 猶, 総務省統計局の ｢平成20年住宅・土地統計調査 (確報集計) 結
果の概要｣ によると, 空き家率は総住宅数の13.1％であり, そのうち賃
貸用住宅の空き家が空き家全体の54.5％であることから, 賃貸用住宅の
空き家率は総住宅数の8.3％である (http://www.stat.go.jp/data/jyutaku/
2008/pdf/kgiy01.pdf (2012年11月23日最終確認))｡
(23) 田中伸・全国賃貸住宅新聞2012年１月２日1008号79面は, ｢借り主に
とっては, 賃料, 共益費, 礼金, 更新料などの支払総額で物件条件の比
較をしているのであり｣ その支払総額が高額に過ぎるかどうかの判断基
準だとする｡
(24) 本判決がいう賃貸借契約継続性の対価は, 算出根拠が不明であるため
除外せざるを得ないが, その点を留保して敢えて算出を試みる。前述の
通り ｢賃料の補充ないし前払｣ としての性質が賃貸借契約の経過期間及
び未経過期間の双方に係るものとすれば, (更新料額に変化がなければ)
更新料額を12等分すれば月額賃料が算出される。
(25) 前掲注(19)｡
(26) ３月24日判決は, 賃料月額９万6000円で, 敷引金額が経過年数に応じ
月額賃料の２倍弱ないし3.5倍強に止まっていること, 更新時に月額賃
料１か月分の更新料以外に礼金等他の一時金を支払う義務を負わないこ
とから, 敷引金額が高額に過ぎるとは言えないとする｡ ７月12日判決に
おける田原睦夫裁判官の補足意見では, 賃料月額17万5000円 (後に17万
円に改定), 保証金100万円 (内敷引分60万円) という敷引条項につき,
賃料の約3.5か月分は一見高額に見えるが, 賃貸借期間が長くなれば賃
料比率は低下し, ６年余り居住していた賃借人は, 当初の月額賃料 (共
益費込み) の4.76％, 改訂後の月額賃料 (共益費込み) の4.90％にすぎ
ず, 礼金等他の一時金支払義務を負わないことから, 敷引金額が高額に
過ぎるとは言えないとする｡
(27) 城内明「建物賃貸借契約における更新料支払特約と消費者契約法10条」
国民生活研究50巻３号59頁。
(28) 山野目・前掲注(20) 32頁, ｢たとえば, たまたま自己使用していない
一軒の家を貸しているにとどまる者は, 貸家業というものを営む事業者
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であるのか｡ そのことは解釈論として問われるし, より本質的には, 建
物賃貸借契約をめぐる諸問題が, 情報と交渉力の格差という観点から捉
えることにふさわしいか, あるいはそれで十分であるか, という論議を
も喚起することであろう｡｣ とする｡
(29) 秋山・前掲注(14)法セミ672号97頁｡
(30) ｢更新料の徴収を支えた社会的背景は, 消費者契約法施行時において
既に失われており, 更新料条項が無効とされる限り, 消費者契約法施行
時に遡っての返還請求を制限する法的根拠は存在しない｡ また, こうし
た社会的影響を考慮して, 不当な約款を有効と判断することは, 消費者
契約法の役割を放棄するものと言わざるを得ない｣ 城内・前掲注(27)
75頁｡
(31) 田中伸・全国賃貸住宅新聞2012年８月13日1039号11面, 更新料問題を
考える会 ｢更新料訴訟一覧｣ (http://www.koushinryou.net/resume/
resume2.html (2012年11月23日最終確認)) によると, １件を除き更新
料条項が有効とされている｡
(32) 角田美穂子 ｢賃借人のシルエット 消費者法の視座から｣ 『不動産
賃貸借の課題と展望』168169頁は, ｢賃借人の獲得に苦慮する零細経営
の賃貸人が仲介業者に依存する度合いは高まっており, 予め仲介業者が
作成した契約条項を利用するとその中に更新料や更新手数料, あるいは
敷引などが定められていて, 賃借人のみならず零細経営の賃貸人もそれ
に拘束される事態が生ずる, つまり, この種の金銭負担特約の慣行も仲
介業者のイニシアティブによって浸透していった側面が大きいのではな
いか｣ と推測するも, 大手不動産業者等が先行することによって更新料
の収得が慣行化した場合に, ｢零細あるいは個人家主といえども, 取引
慣行の模倣あるいは便乗の限度において｣ 大手不動産業者と ｢同様の規
制対象になることは否定できないであろう｡｣ とする｡
(33) 島川・前掲注(４)法時84巻２号111頁｡
(34) 公益財団法人日本賃貸住宅管理協会が提案する ｢めやす賃料｣ とは,
｢賃料, 共益費・管理費, 敷引金, 礼金, 更新料を含み, 賃料等条件の
改定がないものと仮定して４年間賃借した場合 (定期借家の場合は契約
期間) の１ヶ月当たりの金額｣ である (http://www.jpm.jp/sta/sta_02.html?
PHPSESSID=b1826d50e13fd57bbd933693a4fe18d5 (2012年11月23日最終
確認)) が, 全国的な標準と言えるまでには普及していないようである｡
また, この ｢めやす賃料｣ につき, ｢この表示方法は, 賃料と合わせて
特定の期間に応じた支出額を比較させるだけであり, むしろ不返還リス
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クのある更新料を賃料と混同させて, 賃借人にこのリスクの考慮を困難
にさせる｣ との指摘がある (桑岡・前掲注(16)民商146巻１号107頁原注
(12))｡
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The Meaning and Influence of the Case to Seek Refund
of Renewal Fee (Judgement of the Third Petty Bench
15th July 2011, Minshu Vol. 65 No. 5 p. 2269)
Contained in Residential House Agreements
TANAKA Shizuko
A ‘renewal fee’ is a fee that is paid at the time of expiration of a lease con-
tract in order to renew the lease. Depending on area, some renewal fees in
residential lease agreements are more expensive than others. Should the con-
sumer (the lessee) pay the renewal fee to the lessor, even without having
knowledge of it in the original lease? The issue is that the requirement to pay
renewal fees at the time of renewing or updating a lease contract may be inva-
lid under Consumer Contract Act Section 10.
The Consumer Contract Act was intended to address the potentially inequi-
table relationship between the commercial lessor, who habitually requires re-
newal fees in lease agreements, and the individual consumer lessee. The
lessee is arguably in a weaker position than the lessor, with less information,
and therefore a weak bargaining position. The result can be that the lessee is
then controlled by contract terms determined unilaterally by the lessor. On
the other hand, the lessee has the right to select another lease agreement
which does not include renewal payment terms, and therefore can be consid-
ered to be on equal footing with the lessor.
In the case to seek refund of renewal fee, the Supreme Court held that an
agreement under which the lessee is required to pay a renewal fee to the les-
sor at the time of lease renewal is not invalid. This was the first Supreme
Court ruling on this issue, settling divided lower court holdings, and over-
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turning the judgement of Osaka High Court 27th July 2012, D-1Law Case ID:
28181724, and so on.
In this paper, I will examine these issues in the context of the Supreme
Court’s opinion, as well as the implications and influence of this high court de-
cision on our society.
